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⾮常勤職員

〇 都道府県が、デジタル⼈材としてのスキル・経験を有し、市町村⽀援業務を⾏う職員を確保した場合、
「⾃治体DXアクセラレータ」に任命 → 今後数年間で、全国で500名程度の確保を⽬指す

〇 都道府県に対し、アクセラレータの⼈件費等について財政措置

都道府県が任⽤し、市町村DX⽀援を主たる業務とする職員のうち、以下のいずれかを満たす者。
① ⺠間企業、地⽅公共団体等においてデジタル分野に係る実務経験を５年以上有すること。
② IPAが実施する⾼度試験（レベル４相当）のいずれかに合格していること。
③ ①②と同等以上の知⾒を有すること。

※ 都道府県からの推薦に基づき、総務省が任命。
※ 任命状況（12/9時点 速報値）… 60名（23都道府県）

デジタル技術を活⽤した業務改⾰など
システムユーザー側の経験も含む。

アクセラレータの要件アクセラレータの要件

アクセラレータ等に対する財政措置アクセラレータ等に対する財政措置

※ 都道府県に対し、総務省が財政措置を⾏うもの（⺠間企業等に対する補助⾦ではありません）。
※ 業務委託により確保した場合も、引き続き特別交付税措置。

アクセラレータに対する財政措置

令和８年度は
⼀⼈当たり840万円程度


